
議第1469号 横浜国際港都建設計画
区域区分の変更

議第1470号 横浜国際港都建設計画
用途地域の変更

議第1471号 横浜国際港都建設計画
高度地区の変更

議第1472号 横浜国際港都建設計画
防火地域及び準防火地域の変更

議第1473号 横浜国際港都建設計画
風致地区の変更

川井・矢指風致地区
議第1474号 横浜国際港都建設計画

地区計画の決定
旧上瀬谷通信施設地区地区計画
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■案内図 2

■航空写真 3

令和８年１月 撮影

旧上瀬谷通信施設地区

N

■現況写真 4

令和８年１月 撮影

旧上瀬谷通信施設地区

N
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２

２

１



■現況写真 5

令和８年１月 撮影

旧上瀬谷通信施設地区

N

３

４

４

３

■現在の都市計画（区域区分・用途地域） 6

市街化調整区域

150

60
１中高

80

40
１ 低

200

60
準 工

旧上瀬谷通信施設地区

N
300

80
近 商200

60
工 業

80

50
１ 低
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■現在の都市計画（土地区画整理事業等） 7

N

３・４・３号
環状４号線

３・３・９号
国道16号線

調整池

本地区内の都市計画道路

土地区画整理事業の施行区域

３・３・54号
上川井瀬谷２号線

３・３・53号
上川井瀬谷１号線

旧上瀬谷通信
施設地区

土地区画整理事業

Ｋｍ

① 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（令和７年５月改定）

■上位計画等 8

交通利便性や広大な土地、まとまった農地や豊かな緑

といったポテンシャルを生かし、集客機能の導入による

交流人口の増加や経済活性化、活力ある都市農業の

展開や魅力的な水と緑の環境の整備、広域レベルでの

災害対応力の強化等を実現する郊外部の新たな活性

化拠点を形成する。



第２章 都市づくりのテーマと方針
①経済
③ネットワークの強化と戦略的な
土地利用
●道路や鉄道などの立地ポテ

ンシャルを生かした戦略的
な土地利用（高速道路イン
ターチェンジ周辺・幹線道路
沿道や駅前・駅徒歩圏域に
おける土地利用の転換など）

○横浜市都市計画マスタープラン（全市プラン）
(令和７年５月改定)

9

経済の方針図

凡例

郊外部の活性化拠点

幹線道路（３環10放＋国道）
（整備済）

幹線道路（３環10放＋国道）

その他の幹線道路（整備済）

主要駅

高速道路

■上位計画等 9

○横浜市都市計画マスタープラン（全市プラン）
(令和７年５月改定)

10

にぎわいの方針図

凡例
拠点

にぎわいの核

地域固有のにぎわい

歴史的な建造物等

代表的な公園

第２章 都市づくりのテーマと方針
③にぎわい
①国内外の来街者を惹きつける、
にぎわい拠点の形成
●土地利用転換等を契機とし
た拠点の形成（旧上瀬谷通
信施設地区における郊外
部の活性化拠点の形成な
ど）

■上位計画等 10

旧上瀬谷通信施設の全域が返還平成27年６⽉

「旧上瀬谷通信施設⼟地利⽤基本計画」の策定令和２年３⽉

「旧上瀬谷通信施設地区⼟地区画整理事業」の
都市計画決定令和４年４⽉

「旧上瀬谷通信施設⼟地利⽤基本計画デザイン
ノート」の策定令和５年２⽉

仮換地指定（⼟地区画整理事業）令和５年11⽉

11■まちづくりの経緯 11

賑わい施設などと連携した農産物の収穫体験や、滞在しながら
農の魅力を味わう農体験、ICTなどを活用した質の高い農産物の
安定生産と直売等による「収益性の高い農業」の展開、大学と
連携した農業技術の研究など、他の地域へも波及する新たな都市
農業モデルとなる拠点を形成します。

テーマパークを核とした複合的な集客施設が立地し、国内外から
人を呼び込む観光と賑わいの拠点を形成します。

東名高速道路や保土ケ谷バイパスなどの広域的な幹線道路との
近接性をいかし、新技術を活用した効率的な国内物流を展開する
新たな拠点を形成します。

国際園芸博覧会のレガシーを継承する公園や災害時における
広域的な防災拠点（消防・警察・自衛隊などの受入に必要な広域
応援活動拠点としての施設・機能や広域避難場所としての機能）
などを形成します。

■土地利用計画図

旧上瀬谷通信施設
土地利用基本計画デザインノート（令和５年２月策定）

12■まちづくりの経緯 12



〇基幹物流施設とは
⇒国内の主要な物流拠点とのネットワークを形成し、物資輸送の効率
化を図るとともに、次世代モビリティへの対応等を目指した物流施設

13■物流地区における土地利用のイメージ 13

西棟

東棟

環状４号線

東棟⻄棟
約10万㎡約10万㎡敷地面積
約6万㎡約6万㎡建築面積
令和9年秋以降令和10年頃着工時期（予定）

・事業者のプレスリリース資料（令和7年８⽉19日）より抜粋しています。
・現時点での事業者の想定するイメージであり、今後変更になることがあります。

国道16号（八王子街道）

○各地区の特性に合わせた土地利用を誘導・制御するため
地区計画の都市計画決定 等

○土地利用計画の具体的な検討が進んだ物流地区について
土地利用のルールを定めるため
区域区分の都市計画変更 等

○土地区画整理事業による仮換地指定や基盤整備の進捗

○物流地区における具体的な土地利用検討の進捗

14■まちづくりの経緯 14

■ 都市計画の決定・変更 15

旧上瀬谷通信施設地区

・地区計画の決定
（旧上瀬谷通信施設地区地区計画）

・区域区分の変更
・用途地域の変更
・高度地区の変更
・防火地域及び
準防火地域の変更

・風致地区の変更

Ｋｍ

２ 用途地域の変更

■決定又は変更する都市計画 16

３ 高度地区の変更

１ 区域区分の変更

５ 風致地区の変更

６ 地区計画の決定

４ 防火地域及び準防火地域の変更



■区域区分の変更 17

市街化調整区域から市街化区域に変更します。

土地区画整理事業の施行区域

区域区分を変更する区域

市街化区域

変更後変更前

土地区画整理事業の施行区域

区域区分を変更する区域

市街化区域

NN

変更する面積変更後変更前

約２５.９ha市街化区域市街化調整区域 1818

変更前

変更後

N【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

18

N

市街化区域に変更する区域

市街化区域

市街化調整区域

市街化区域に変更する区域

市街化区域

市街化調整区域

■区域区分の変更 18

■用途地域の変更 19

19

変更前

変更後

N【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

【参考】 地区計画の区域
準工
200

60

準工

200

60

準工
200

60

準工

200

60
準工

300

60

用途地域を変更する区域

用途地域を変更する区域 0 50 100
m

200

N

■高度地区の変更 20

20

変更前

変更後

N【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

N

高度地区を変更する区域

高度地区を変更する区域

最高限

第５種

最高限

第５種

最高限

第５種

第５種高度地区

0.6
１ Ｎ

20ｍ
10ｍ



■防火地域及び準防火地域の変更 21

変更前

変更後

N【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

【参考】 地区計画の区域

0 50 100
m

200

N

防火地域及び準防火地域を変更する区域

準防火地域

防火地域及び準防火地域を変更する区域

防火地域

準防火地域

■風致地区の変更 22

変更する面積変更後変更前

約1２.０ha指定なし風致地区
（川井・矢指風致地区）

変更後変更前

風致地区

風致地区を変更する区域

風致地区

風致地区を変更する区域

N
N

土地区画整理事業や広域公園等の区域と整合させるため、
風致地区を変更します。

３ 高度地区の変更

５ 風致地区の変更

６ 地区計画の決定

４ 防火地域及び準防火地域の変更

２ 用途地域の変更

■決定又は変更する都市計画 23

１ 区域区分の変更
旧上瀬谷通信施設地区地区計画名 称

約 248.5 ha面 積

■ 地区計画の決定（区域・名称・面積） 24

地区計画の区域

地区整備計画の区域

N

Ｋｍ



■地区計画の構成 25

・土地利用の方針

・建築物等の整備の方針

・地区施設の整備の方針

・緑化の方針

○ 地区計画の目標

○ 区域の整備、開発及び保全に関する方針

・地区施設の配置及び規模

・建築物等に関する事項

○ 地区整備計画 ・用途の制限
・敷地面積の最低限度
・壁面の位置の制限
・高さの最高限度
・形態意匠の制限
・緑化率の最低限度

■地区計画の目標 26

土地区画整理事業による都市基盤施設の整備に

合わせて、自然環境や風景の継承に配慮しつつ、区

域内に設定する各地区の特性に合わせて土地利用

を誘導・制御し、各地区が相互に連携することを通じ

て、交流人口の増加、横浜経済の更なる活性化や、

都市と緑や農のバランスのとれた新たなまちづくりを

実現し、災害対応力を備えた、郊外部の新たな活性

化拠点を形成することを目標とする。

郊外部の新たな活性化拠点を形成するため、地区計画の
区域を区分し、土地利用の方針を定めます。

■土地利用の方針 27

地区計画の区域

地区整備計画の区域

観光・賑わい
地区

農業
振興
地区

防災・公園
地区

農業振興地区

公共公益地区

公共公益地区

物流地区

Ｋｍ

■土地利用の方針（観光・賑わい地区） 28

観光・賑わい
地区

広大な土地のポテンシャル

を最大限に生かし、国内外か

ら人を呼び込む観光と賑わい

の拠点を形成するため、周辺

と調和したまちづくりの中心と

なる、テーマパークを核とした

複合的な集客施設を立地す

る。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

Ｋｍ



■土地利用の方針（農業振興地区） 29

農業
振興
地区

農業振興地区

まとまりのある農地の保全

を図り、これまでの歴史ある

農業を継承しつつ、地域の農

業生産力を高めていくため、

畑地かんがい施設等を始め

とする農業生産基盤を整備す

る。

さらに、企業等との連携を図

り、持続可能な都市農業モデ

ルの確立に資する土地利用

を誘導する。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

Ｋｍ

■土地利用の方針（物流地区） 30

物流地区

東名高速道路、保土ケ谷バ

イパス等の広域的な幹線道

路や新たなインターチェンジと

の近接性を生かし、新技術を

活用した効率的な国内物流を

展開する新たな拠点を形成す

るとともに、防災・公園地区と

の連携による災害対応力強

化や脱炭素等の環境負荷低

減に資する土地利用を図る。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

Ｋｍ

■土地利用の方針（物流Ａ地区）

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流A地区

31

国内の主要な物流拠点とのネットワークを形成し、物資輸送の

効率化を図るとともに、自動運転トラックやダブル連結トラック等の

次世代モビリティへの対応等を目指した物流施設（基幹物流施設）

を立地する。また、生物多様性に配慮したまとまりのある緑量の確

保や水辺を想起させる設え等により、豊かな自然風景を継承する。

物流A地区

物流C地区物流B地区

ｍ

■土地利用の方針（物流Ｂ・Ｃ地区）

物流C地区物流B地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

32

物流B地区
基幹物流施設を補完するため、就業者等を対象とした隔地駐車場等

を整備するとともに、周辺地域における利便に資する機能を誘導する。

物流施設の利用者を支援する機能等、沿道環境に調和した土地利

用を誘導する。

物流C地区

ｍ



■土地利用の方針（防災・公園地区） 33

防災・公園
地区

広大な土地と広域的な交通
利便性を生かし、大規模災害
時において自衛隊・警察・消
防・医療従事者等の応援部
隊の現地活動調整を行う拠
点機能やベースキャンプ機能
及び物資の流通拠点機能を
担う広域防災拠点を形成する
ため、広域公園や消防機能を
備えた現地司令施設、大規模
備蓄庫、外部からの支援物資
受け入れ拠点等を整備する。
また、既存の樹木や地形等

を生かした魅力的な水と緑の
環境の形成を図りながら、平
常時と災害時の機能を両立さ
せた土地利用を図る。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

Ｋｍ

■土地利用の方針（公共公益地区） 34

公共
公益
地区

公共公益地区

公共公益に資する調整池等

を整備する。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

Ｋｍ

■地区施設の整備の方針（物流地区 【緑地帯】） 35

環状４号線

地区計画の区域

地区整備計画の区域

１ 環状４号線の街路樹を補完し、連続的な桜並木の軸を形成するため、
緑地帯１及び緑地帯２を整備する。また、街路樹と一体となった緑空間を
創出するため緑地帯３を整備するとともに、周辺環境に配慮し、緑豊かな
沿道空間を形成するため、緑地帯４を整備する。

緑地帯１

緑地帯２

緑地帯４

緑地帯３

ｍ

■地区施設の整備の方針（物流地区【緑地】） 36

物流Ａ地区
（基幹物流施設の敷地）

地区計画の区域

地区整備計画の区域

２ 周辺環境に配慮するため、基幹物流施設の敷地において隣地境界線
に沿って３ｍ以上の幅の緑地を整備する。

緑地

ｍ



■地区施設の整備の方針（物流地区【広場】） 37

地区計画の区域

地区整備計画の区域

３ 来街者や周辺住民が憩える緑豊かで快適かつ開放的な空間を形成
するため、広場１及び広場２を整備する。

広場１

広場
２

ｍ

■地区施設の整備の方針（物流地区【歩道状空地】）38

４ 安全で快適な歩行者空間を形成するため、歩道状空地を整備する。

地区計画の区域

地区整備計画の区域

歩道状空地

ｍ

■地区施設の整備の方針（物流地区【全体】） 39

緑地帯１：幅員6.0ｍ、延長約140ｍ

緑地帯２：幅員2.0ｍ、延長約110ｍ

緑地帯３：幅員5.0ｍ、延長約950ｍ

緑地帯４：幅員3.0ｍ、延長約210ｍ

【凡例】

緑地：約4,000㎡

広場１：約1,800㎡

広場２：約1,000㎡

歩道状空地：幅員1.0ｍ、延長約430ｍ

地区計画の区域

地区整備計画の区域 ｍ

■建築物等の整備の方針 40

周辺の市街地環境に配慮しながら土地利用の方針に沿った建築

物の整備を誘導するため、建築物等の用途の制限、建築物の敷地

面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物の高さの最高限度、

建築物等の形態意匠の制限及び建築物の緑化率の最低限度につ

いて定める。また、建築物の省エネ化や太陽光等の再生可能エネ

ルギーの活用等による2050年脱炭素社会の実現を目指すとともに、

雨水貯留・浸透により流出抑制に配慮した設えとする。

【物流地区】

基幹物流施設や関連する隔地駐車場等の整備にあたり、長大感

や圧迫感に配慮した建物形状、仕上げ等の周辺からの見え方や、

周辺地区に落とす日影の影響等、隣接する農業振興地区の営農環

境の確保について配慮し、周辺環境と調和を図る。



■緑化の方針 41

横浜市水と緑の基本計画における緑の10大拠点「川井・矢指・上

瀬谷地区」の一部である現在の豊かな自然環境を継承し、地区全

体で多様な機能を持つグリーンインフラのネットワークを形成する。

 環境に配慮した取組を各地区で行うとともに、本地区全体及び
周辺も含めた価値向上や持続的な活性化のため、
地区間で連携し相乗効果の発揮を図る。

 まとまりのある緑豊かな風景を構築するため、本地区のかつて
の植生を参照しながら適切な植栽を行う。

 道路及びその沿道において、広場等における街路樹とつながる
一体的な緑化により、快適で豊かな緑空間を創出する。

■緑化の方針 42

【物流地区】

 基幹物流施設や関連する隔地駐車場等の整備にあたり、

緑豊かな歩行者空間や憩いの空間を創出する連続した緑の

景観を形成するため、緑地帯や広場、建築物の壁面緑化等の

立体的な緑化により、周辺環境に配慮し、地区外の隣接地に

沿って緑化を行う。

 在来種を中心とした季節を感じる量感のある多様な緑化を行い、

建築物等と調和した親しみやすい緑地の形成を図るとともに、

屋上緑化を設ける場合には、周辺の生物多様性に寄与する

植栽計画とする。

■地区計画の構成 43

・土地利用の方針

・建築物等の整備の方針

・地区施設の整備の方針

・緑化の方針

○ 地区計画の目標

○ 区域の整備、開発及び保全に関する方針

・地区施設の配置及び規模

・建築物等に関する事項

○ 地区整備計画 ・用途の制限
・敷地面積の最低限度
・壁面の位置の制限
・高さの最高限度
・形態意匠の制限
・緑化率の最低限度

■建築物の用途の制限 44

①保育所等 ②診療所

③巡査派出所、公衆電話所等

④事務所

⑤店舗、飲食店等

（当該用途の部分の床面積の

合計が500㎡以内のもの）

⑥自動車車庫 ⑦工場※ ⑧倉庫

⑨危険物の貯蔵又は処理に供するもの※

⑩前各号に附属するもの ※除外規定あり

物流A地区

物流A地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流A地区

基幹物流施設の立地を

誘導するため、

次の建築物は

建築することができる



■建築物の用途の制限 45

物流B地区

物流C地区

物流A地区

物流C地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流B地区

①住宅 ②共同住宅、寄宿舎又は下宿

③老人ホーム、福祉ホーム等

④マージャン屋、ぱちんこ屋、

射的場、勝馬投票券発売所等

⑤ナイトクラブ等

⑥キャバレー、料理店等

周辺地域における利便に

資する機能を誘導し、

沿道環境に調和した土地

利用を誘導するため、

次の建築物は建築してはならない

■建築物の敷地面積の最低限度 46

地区の区分

500㎡1,000㎡90,000㎡
建築物の敷地
面積の最低限度
※除外規定あり

物流A地区 物流B地区 物流C地区

物流A地区

物流A地区

物流C地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流B地区

■壁面の位置の制限 47

前面道路

境界 境界

環状４号線

※除外規定あり

５ｍ
以上

※

物流A地区

物流A地区

物流A地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

７ｍ
以上

※

建 築 物

敷 地

■壁面の位置の制限 48

物流B地区 物流C地区

物流A地区

物流C地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流B地区

※除外規定あり

敷 地
境界

敷 地
境界

３ｍ
以上

※
0.5ｍ
以上

※

建 築 物 建 築 物
前面道路前面道路



■建築物の高さの最高限度 49

物流A地区

建築物の高さの最高限度 45ｍ

物流A地区

物流A地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

45ｍ

前面道路

敷 地 境界

建 築 物

境界

環状４号線

●地区周辺への影響に
配慮した斜線制限

Ｌ１+20ｍ 以下
L1：基準線までの水平距離のうち最小のもの

地区計画の区域

地区整備計画の区域

基準線

■建築物の高さの最高限度 50

物流A地区

物流A地区

20ｍ
前面道路
の反対側
の境界

20ｍ

基準線

前面道路

L1

L1

敷 地 境界

45ｍ 建 築 物

●地区北側への影響に
配慮した斜線制限

Ｌ２×0.6+7.5ｍ 以下
L2：前面道路の中心線又は隣地境界線までの

真北方向の水平距離

物流A地区

■建築物の高さの最高限度 51

物流A地区

L2

L2×0.6

7.5ｍ

境界（真北方向） 前面道路敷 地 境界

Ｎ

45ｍ 建 築 物

物流A地区地区計画の区域

地区整備計画の区域

隣 地

■建築物の形態意匠の制限 52

・建築物の屋上に設置する
建築設備等（太陽光発電設備等を除く）は、
建築物と調和した遮蔽物で囲むなど乱雑な
外観とならないようにする。

・駐車場又は駐輪場は、植栽で囲むなど
乱雑な外観とならないようにする。

・屋外広告物は屋上に設置しない。※

・屋外広告物の照明は、
光源を点滅させるものは設置しない。

物流A地区

物流B地区

物流C地区

物流A地区

物流A地区

物流C地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流B地区

※除外規定あり



■建築物の形態意匠の制限 53

・高さが20ｍを超える建築物の壁面は、周囲への景観的調和等に
配慮し、次に掲げる事項に適合させる。

①壁面は、長大さや圧迫感に配慮し、単調なものにならないように、
色彩や素材、壁面緑化等により変化をつけた形態意匠とする。

②壁面の色彩は、マンセル表色系で明度５以上かつ彩度４以下を
基調とする。

③高さが20ｍを超える建築物の壁面の部分の色彩は、マンセル
表色系で、高さ20ｍ以下の建築物の部分の基調色の明度以上
のものを基調とする。

・屋外広告物
（自己用、管理用は除く）は、
建築物の高さが20ｍを超える
部分に設置しない。

物流A地区

9

明
度

8
7
6
5
4
3
2
1

彩
度

1 1.
5

0.
5

N 2 2.
5

3 4 5 6 7 8 9 1
0

1
2

1
4

マンセル表色系の例
（ 色相10ＹＲ）

■建築物の緑化率の最低限度 54

地区の区分

15％15％25％建築物の緑化率の
最低限度

物流A地区 物流B地区 物流C地区

物流A地区

物流A地区

物流C地区

地区計画の区域

地区整備計画の区域

物流B地区

令和７年(2025年)11月12日公聴会の開催

２名公述の申出

２名公述人

※「公述意見の要旨と市の考え方」参照

■公聴会 55 ■都市計画法第17条に基づく縦覧 56

自 令和８年(2026年)３月５日

至 令和８年(2026年)３月19日
縦 覧 期 間

な し意見書の提出


